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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　カプラと同調キャパシタとを使用する直列同調共振システムにおいて電力シンクに供給
される電荷の量を制御するためのデバイスであって、
　2次カプラと2次同調キャパシタとを含む2次共振回路において2次電圧および2次電流を
生成するための手段と、
　デューティサイクルに応答して供給状態と防止状態とを交互に行うための手段であって
、前記供給状態において、前記2次電圧および前記2次電流を電力シンクに供給し、前記防
止状態において、前記2次電圧および前記2次電流が前記電力シンクに供給されるのを防止
する、手段とを備え、前記交互に行うための手段が、前記デューティサイクルを示す第1
の制御信号に応答してスイッチャブル回路の少なくとも1つのダイオードをオンおよびオ
フするように切り替えるための手段を備え、前記第1の制御信号が、
　前記少なくとも1つのダイオードがターンオフされる第1の持続時間を定義する第1の制
御可能クランプ期間に応答することであって、前記少なくとも1つのダイオードが前記第1
の制御可能クランプ期間の終端にターンオンされる、ことをし、
　前記少なくとも1つのダイオードがターンオフされる第2の持続時間を定義する第2の制
御可能クランプ期間に応答することであって、前記少なくとも1つのダイオードが前記第1
の制御可能クランプ期間の前記終端にターンオンされた後、前記第1の制御可能クランプ
期間と同じ前記2次電流の正または負の期間の間に、前記第2の制御可能クランプ期間が生
じる、ことをし、
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　前記第1の制御可能クランプ期間の前記第1の持続時間および前記第2の制御可能クラン
プ期間の前記第2の持続時間によって定義される有効なパルス幅変調持続時間を有する、
デバイス。
【請求項２】
　前記2次電圧を制御し、それによって前記直列同調共振システムにおける1次共振回路の
1次電流を制御するための手段、または
　前記直列同調共振システムにおける1次共振回路の1次電圧を制御し、それによって前記
2次電流を制御するための手段をさらに備える請求項1に記載のデバイス。
【請求項３】
　前記有効なパルス幅変調持続時間に基づいて、前記2次電流が前記スイッチャブル回路
を通って循環する、または
　前記第1の制御可能クランプ期間の前記第1の持続時間の前記終端と前記第2の制御可能
クランプ期間の前記第2の持続時間の始端との間に生じるスイッチオープン区間に基づい
て、前記2次電流が前記電力シンクに供給される、請求項1に記載のデバイス。
【請求項４】
　第3の制御信号が、前記直列同調共振システムにおける1次共振回路によって生成される
1次電圧を制御し、それによって前記2次電流を制御する、
　請求項1に記載のデバイス。
【請求項５】
　前記第1の制御信号によって示される前記デューティサイクルが、前記2次電圧を制御し
、それによって前記1次電流を制御する、請求項2に記載のデバイス。
【請求項６】
　前記1次共振回路が、ベースワイヤレス電力充電システムに実装され、前記電力シンク
における前記2次電流が、前記ベースワイヤレス電力充電システムによって生じる電荷の
量を制御する、請求項4に記載のデバイス。
【請求項７】
　前記第1の制御信号の立上りエッジのタイミングが、前記第1の制御可能クランプ期間に
よって決定される、または
　前記第1の制御信号の立下りエッジのタイミングが、前記第2の制御可能クランプ期間に
よって決定される、請求項1に記載のデバイス。
【請求項８】
　カプラと同調キャパシタとを使用する直列同調共振システムにおいて電力シンクに供給
される電荷の量を制御するための方法であって、
　2次カプラと2次同調キャパシタとを含む2次共振回路において2次電圧および2次電流を
生成するステップと、
　デューティサイクルに応答して供給状態と防止状態とを交互に行うステップであって、
前記供給状態において、前記2次電圧および前記2次電流を電力シンクに供給し、前記防止
状態において、前記2次電圧および前記2次電流が前記電力シンクに供給されるのを防止す
る、ステップとを備え、前記交互に行うステップが、前記デューティサイクルを示す第1
の制御信号に応答してスイッチャブル回路の少なくとも1つのダイオードをオンおよびオ
フするように切り替えるステップを備え、前記第1の制御信号が、
　前記少なくとも1つのダイオードがターンオフされる第1の持続時間を定義する第1の制
御可能クランプ期間に応答することであって、前記少なくとも1つのダイオードが前記第1
の制御可能クランプ期間の終端にターンオンされる、ことをし、
　前記少なくとも1つのダイオードがターンオフされる第2の持続時間を定義する第2の制
御可能クランプ期間に応答することであって、前記少なくとも1つのダイオードが前記第1
の制御可能クランプ期間の前記終端にターンオンされた後、前記第1の制御可能クランプ
期間と同じ前記2次電流の正または負の期間の間に、前記第2の制御可能クランプ期間が生
じる、ことをし、
　前記第1の制御可能クランプ期間の前記第1の持続時間および前記第2の制御可能クラン



(3) JP 6683697 B2 2020.4.22

10

20

30

40

50

プ期間の前記第2の持続時間によって定義される有効なパルス幅変調持続時間を有する、
方法。
【請求項９】
　第3の制御信号が、前記直列同調共振システムにおける1次共振回路の1次電圧を制御し
、それによって前記2次電流を制御する、または
　前記第1の制御信号によって示される前記デューティサイクルが、前記2次電圧を制御し
、それによって前記直列同調共振システムにおける1次共振回路の1次電流を制御する、請
求項8に記載の方法。
【請求項１０】
　前記第1の制御信号の立上りエッジのタイミングが、前記第1の制御可能クランプ期間に
よって決定される、請求項8に記載の方法。
【請求項１１】
　前記第1の制御信号の立下りエッジのタイミングが、前記第2の制御可能クランプ期間に
よって決定される、請求項8に記載の方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願
　本出願は、2014年11月7日に出願された「Systems, Methods and Apparatus Related To
 Wireless Electric Vehicle Charging Including Controlling The Amount Of Charge P
rovided To A Charge-Receiving Element」と題する米国仮特許出願第62/076,512号の利
益を主張し、その内容は、それらの全体が参照により本明細書に組み込まれる。
【０００２】
　本開示は、一般に、ワイヤレス電力伝達に関し、より詳細には、直列同調共振システム
において電荷受電要素に供給される電荷の量を制御するためのデバイス、システム、およ
び方法に関する。
【背景技術】
【０００３】
　バッテリなどのエネルギー蓄積デバイスから受電された電気から導出された運動力を含
む、車両などのリモートシステムが導入されている。たとえば、ハイブリッド電気車両は
、車両を充電するために、車両のブレーキおよび従来型モータからの電力を使用するオン
ボード充電器を含む。電気のみの車両は、一般に、他の供給源からバッテリを充電するた
めの電気を受電する。バッテリ式電気車両(電気車両)は、家庭用または商用の交流(AC)供
給源などの何らかのタイプの有線ACを通して充電されるように提案されることが多い。有
線充電接続は、電源に物理的に接続されているケーブルまたは他の同様のコネクタを必要
とする。ケーブルおよび同様のコネクタは、時々不便であるか、または扱いにくく、かつ
他の欠点を有する場合がある。電気車両を充電するために使用されるように(たとえば、
ワイヤレス場を介して)自由空間内で電力を伝達することが可能なワイヤレス充電システ
ムは、有線充電ソリューションの欠点の一部を克服することができる。
【０００４】
　電気車両のためのワイヤレス充電システムは、送電カプラ(電荷発生要素)から受電カプ
ラ(電荷受電要素)への許容量の電荷伝達を実現するために、送電カプラおよび受電カプラ
が、ある程度内に位置合わせされることを必要とし得る。電荷発生要素と電荷受電要素の
両方に関係する電力調整は、困難であり得る。電荷発生要素と電荷受電要素との間で効果
的な電荷伝達を行うための1つの構造は、直列-直列システムと呼ばれる。「直列-直列」
という用語は、互いとの特定の関係に位置するときにワイヤレス電力伝達を容易にする、
電荷発生要素および電荷受電要素の各々の中の共振回路の回路構造を指す。通常、出力電
力は、電荷発生要素(「1次側」)によって調整される。残念ながら、出力電力を1次側のみ
において制御することは、結合範囲の変動および幅広いバッテリ電圧に対応することを困
難にする。
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　電荷受電要素に供給される電荷の量を制御することに関する、システム、デバイス、お
よび方法に対する必要性がある。その上、電気車両ワイヤレス充電システム内での電力制
御のためのデバイス、システム、および方法に対する必要性が存在する。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　添付の特許請求の範囲内のシステム、方法、およびデバイスの様々な実装形態は各々、
いくつかの態様を有し、そのいずれの単一の態様も単独では、本明細書で説明される望ま
しい属性を担わない。添付の特許請求の範囲を限定することなく、本明細書においていく
つかの顕著な特徴が説明される。
【０００７】
　本明細書で説明される主題の1つまたは複数の実装形態の詳細が、下記の添付の図面お
よび発明を実施するための形態において述べられる。他の特徴、態様、および利点は、発
明を実施するための形態、図面、および特許請求の範囲から明らかになる。以下の図の相
対的な寸法は、縮尺通りに描かれていない場合があることに留意されたい。
【０００８】
　本開示で説明する主題の一態様は、2次電圧および2次電流を生成するように構成された
直列同調共振電荷受電要素を有する直列同調共振システムにおいて電荷受電要素に供給さ
れる電荷の量を制御するためのデバイスを提供し、直列同調共振電荷受電要素は、第1の
制御信号に応答するスイッチャブル回路を備え、スイッチャブル回路は、2次電圧および2
次電流を電荷受電要素に供給すること、ならびに2次電圧および2次電流が電荷受電要素に
供給されるのを防止することを、交互に行うように構成される。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の例示的な実施形態による、電気車両を充電するための例示的なワイヤレ
ス電力伝達システムを示す図である。
【図２】図1のワイヤレス電力伝達システムの例示的なコア構成要素の概略図である。
【図３】図1のワイヤレス電力伝達システムの例示的なコア構成要素および補助構成要素
を示す機能ブロック図である。
【図４】本発明の例示的な実施形態による、電気車両の中に配置された交換可能非接触バ
ッテリの概念を示す図である。
【図５Ａ】本発明の例示的な実施形態による、電気車両のワイヤレス充電のために使用さ
れ得る例示的な周波数を示す周波数スペクトルのチャートである。
【図５Ｂ】本発明の例示的な実施形態による、電気車両のワイヤレス充電のために、かつ
磁気情報/ビーコン信号を提供するために使用され得る例示的な周波数を示す周波数スペ
クトルのチャートである。
【図６】本発明の例示的な実施形態による、電気車両のワイヤレス充電において有用であ
り得る例示的な周波数および送電距離を示すチャートである。
【図７】電荷受電要素に供給される電荷の量を制御するためのシステムの例示的な実施形
態による、ワイヤレス電力伝達システムの例示的なコア構成要素の概略図である。
【図８】図7のワイヤレス電力伝達システムに存在する信号を示すタイミング図である。
【図９】直列-直列同調ネットワークの特性インピーダンスXを示す概略図である。
【図１０Ａ】図7のスイッチの動作ならびに図7のスイッチおよびダイオードを通る電流フ
ローを示す図である。
【図１０Ｂ】図7のスイッチの動作ならびに図7のスイッチおよびダイオードを通る電流フ
ローを示す図である。
【図１０Ｃ】図7のスイッチの動作ならびに図7のスイッチおよびダイオードを通る電流フ
ローを示す図である。
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【図１０Ｄ】図7のスイッチの動作ならびに図7のスイッチおよびダイオードを通る電流フ
ローを示す図である。
【図１１】可変の無効負荷および抵抗性負荷として図7をモデル化する概略図である。
【図１２Ａ】スイッチの交互動作モードならびに図7のスイッチおよびダイオードを通る
電流フローを示す図である。
【図１２Ｂ】スイッチの交互動作モードならびに図7のスイッチおよびダイオードを通る
電流フローを示す図である。
【図１２Ｃ】スイッチの交互動作モードならびに図7のスイッチおよびダイオードを通る
電流フローを示す図である。
【図１２Ｄ】スイッチの交互動作モードならびに図7のスイッチおよびダイオードを通る
電流フローを示す図である。
【図１３】図12A～図12Dの動作モードにおいて図7のワイヤレス電力伝達システムに存在
する信号を示すタイミング図である。
【図１４】可変の無効負荷および抵抗性負荷として図7をモデル化する概略図である。
【図１５Ａ】スイッチの交互動作モードならびに図7のスイッチおよびダイオードを通る
電流フローを示す図である。
【図１５Ｂ】スイッチの交互動作モードならびに図7のスイッチおよびダイオードを通る
電流フローを示す図である。
【図１５Ｃ】スイッチの交互動作モードならびに図7のスイッチおよびダイオードを通る
電流フローを示す図である。
【図１５Ｄ】スイッチの交互動作モードならびに図7のスイッチおよびダイオードを通る
電流フローを示す図である。
【図１５Ｅ】スイッチの交互動作モードならびに図7のスイッチおよびダイオードを通る
電流フローを示す図である。
【図１５Ｆ】スイッチの交互動作モードならびに図7のスイッチおよびダイオードを通る
電流フローを示す図である。
【図１６】図15A～図15Fの動作モードにおいて図7のワイヤレス電力伝達システムに存在
する信号を示すタイミング図である。
【図１７】可変の無効負荷および抵抗性負荷として図7をモデル化する概略図である。
【図１８】図7のワイヤレス電力伝達システムの電圧および電流の入力および出力を示す
スクリーンショットである。
【図１９】図7の電気車両電力コンバータの代替実施形態を示す概略図である。
【図２０】直列同調共振システムにおいて電荷受電要素に供給される電荷の量を制御する
ための方法の例示的な実施形態を示すフローチャートである。
【図２１】直列同調共振システムにおいて電荷受電要素に供給される電荷の量を制御する
ための装置の機能ブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　図面に示された様々な特徴は、縮尺通りに描かれていないことがある。したがって、明
確にするために、様々な特徴の寸法は任意に拡大または縮小されていることがある。加え
て、図面のいくつかは、所与のシステム、方法、またはデバイスの構成要素のすべてを図
示していないことがある。最後に、同様の参照番号が、明細書および図面全体を通じて同
様の特徴を表すために使用され得る。
【００１１】
　添付の図面に関連させて以下に記載される詳細な説明は、例示的な実施形態の説明を目
的としたものであり、本発明を実践できる唯一の実施形態を表すことを意図したものでは
ない。本説明全体にわたって使用される「例示的」という用語は、「例、実例、または例
示として機能すること」を意味しており、必ずしも、他の例示的な実施態様よりも好まし
い、または有利であると解釈されるべきではない。詳細な説明は、例示的な実施形態の完
全な理解をもたらす目的で、具体的な詳細を含んでいる。場合によっては、いくつかのデ
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バイスがブロック図の形式で示されている。
【００１２】
　ワイヤレスに電力を伝達することは、物理的な導電体を使用することなく、電場、磁場
、電磁場などに関連する任意の形態のエネルギーを送電機から受電機に伝達する(たとえ
ば、電力は、自由空間を通って伝達され得る)ことを指す場合がある。電力伝達を実現す
るために、ワイヤレス場(たとえば、磁場)内に出力された電力は、「受電コイル」によっ
て受電、捕捉、または結合することができる。
【００１３】
　本明細書では、リモートシステムを記載するために電気車両が使用され、その一例は、
その運動能力の部分として、充電可能なエネルギー蓄積デバイス(たとえば、1つまたは複
数の再充電可能な電気化学セルまたは他のタイプのバッテリ)から導出された電力を含む
車両である。非限定的な例として、いくつかの電気車両は、電気モータ以外に、直接運動
のための、または車両のバッテリを充電するための従来型内燃機関を含むハイブリッド電
気車両であり得る。他の電気車両は、電力からすべての運動能力を引き出すことができる
。電気車両は自動車に限定されず、オートバイ、カート、スクーターなどを含む場合があ
る。限定ではなく例として、リモートシステムは、本明細書では電気車両(EV)の形態で記
載される。さらに、充電可能なエネルギー蓄積デバイスを使用して、少なくとも部分的に
電力供給され得る他のリモートシステム(たとえば、パーソナルコンピューティングデバ
イスなどの電子デバイス)も考えられる。
【００１４】
　図1は、例示的な実施形態による、電気車両を充電するための例示的なワイヤレス電力
伝達システム100の図である。電気車両112が効率的にベースワイヤレス充電システム102a
に結合するように駐車している間に、ワイヤレス電力伝達システム100により電気車両112
の充電が可能になる。2つの電気車両のためのスペースが、対応するベースワイヤレス充
電システム102aおよび102bの上で駐車するべき駐車エリアの中に示される。いくつかの実
施形態では、ローカル配電センタ130は、電力バックボーン132に接続され得、交流電流(A
C)または直流電流(DC)の供給を、電力リンク110を介してベースワイヤレス充電システム1
02aおよび102bに提供するように構成され得る。ベースワイヤレス充電システム102aおよ
び102bの各々はまた、電力をワイヤレスに伝達(送電または受電)するためのベースカプラ
104a、104bを含む。いくつかの他の実施形態では(図1に示さず)、ベースカプラ104aまた
は104bは、スタンドアロンの物理ユニットであってよく、ベースワイヤレス充電システム
102aまたは102bの部分でない。
【００１５】
　電気車両112は、バッテリユニット118、電気車両カプラ116、および電気車両ワイヤレ
ス充電ユニット114を含み得る。電気車両ワイヤレス充電ユニット114および電気車両カプ
ラ116は、電気車両ワイヤレス充電システムを形成する。本明細書に示すいくつかの図で
は、電気車両ワイヤレス充電ユニット114は、車両充電ユニット(VCU)とも呼ばれる。電動
車両カプラ116は、たとえば、ベースカプラ104aによって生成される電磁場の領域を介し
て、ベースカプラ104aと相互作用し得る。
【００１６】
　いくつかの例示的な実施形態では、電気車両カプラ116がベースカプラ104aによって発
生したエネルギー場の中に位置するとき、電気車両カプラ116は電力を受電し得る。この
場は、ベースカプラ104aによって出力されるエネルギーが電動車両カプラ116によって捕
捉され得る領域に対応し得る。たとえば、ベースカプラ104aによって出力されるエネルギ
ーは、電気車両112を充電または給電するのに十分なレベルにあり得る。場合によっては
、場は、ベースカプラ104aの「近距離場」に相当し得る。近距離場は、ベースカプラ104a
から離れる電力を放射しない、ベースカプラ104aの中の電流および電荷からもたらされる
、強い反応場が存在する領域に相当し得る。場合によっては、近距離場は、以下でさらに
説明するように、ベースカプラ104aの波長の約1/2π以内にある領域(反対に電気車両カプ
ラ116の場合も同様)に相当し得る。
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【００１７】
　ローカル配電センタ130は、通信バックホール134を介して外部ソース(たとえば、電力
網)と、および通信リンク108を介してベースワイヤレス充電システム102aと通信するよう
に構成され得る。本明細書でのいくつかの図に示されるベース共通通信ユニット(BCC)は
、ローカル配電センタ130の部分であってよい。
【００１８】
　いくつかの実施形態では、電気車両カプラ116がベースカプラ104aに対して十分な位置
合わせの中に入るように電気車両のオペレータが単に電気車両112を位置決めすることに
よって、電気車両カプラ116は、ベースカプラ104aに位置合わせされ得、したがって、近
距離場の領域内に配置され得る。位置合わせ誤差が許容できる値を下回ったとき、位置合
わせが十分であると言われてよい。他の実施形態では、オペレータは、電気車両112がワ
イヤレス電力伝達のための許容エリア内に適切に配置されているときを決定するために、
視覚的なフィードバック、音声のフィードバック、またはそれらの組合せを与えられ得る
。また他の実施形態では、電気車両112は、オートパイロットシステムによって位置決め
され得、オートパイロットシステムは、十分な位置合わせが達成されるまで電気車両112
を移動させ得る。これは、運転手の介入なく、または運転手の最小限の介入のみを伴って
、電気車両112によって自動的かつ自律的に実行され得る。これは、サーボステアリング
、レーダーセンサ(たとえば、超音波センサ)、および電気車両を安全に操作かつ調整する
ための知能が装備されている電気車両112に関して可能であり得る。さらに他の実施形態
では、電気車両112、ベースワイヤレス充電システム102a、またはそれらの組合せは、カ
プラ116および104aを互いに対して機械的に変位および移動させてそれらをより正確に方
向合わせおよび位置合わせし、それらの間に十分な、および/またはさもなければより効
率的な結合を生じさせるための機能を有し得る。
【００１９】
　ベースワイヤレス充電システム102aは、様々な場所に位置することができる。非限定的
な例として、いくつかの適切な場所には、電気車両112の所有者の自宅の駐車エリア、従
来のガソリンスタンドに倣った電気車両ワイヤレス充電用に確保された駐車エリア、なら
びにショッピングセンタおよび職場などの他の場所の駐車場が含まれる。
【００２０】
　ワイヤレスに電気車両を充電することは、数々の利点をもたらすことができる。たとえ
ば、充電は、自動的に、実質的に運転手の介入および操作なしに実行することができ、そ
れによって、ユーザの利便性が向上する。露出した電気接点、および機械的摩耗をなくす
こともでき、それによって、ワイヤレス電力伝達システム100の信頼性が向上する。ケー
ブルおよびコネクタを用いる操作を不要にすることができ、戸外の環境において湿気およ
び水分にさらされる場合がある、ケーブル、プラグ、またはソケットをなくすことができ
、それによって、安全性が向上する。目に見えるまたはアクセス可能なソケット、ケーブ
ル、およびプラグをなくすこともでき、それによって、電力充電デバイスへの潜在的な破
壊行為が減少する。さらに、電力網を安定させるために、電気車両112を分散蓄積デバイ
スとして使用することができるので、便利なドッキングとグリッド間のソリューションは
、車両とグリッド間(V2G)の動作のための車両の利用可能性を高める助けとなり得る。
【００２１】
　図1を参照して記載されたワイヤレス電力伝達システム100は、美的で無害な利点をもた
らすこともできる。たとえば、車両および/または歩行者の妨げになる場合がある、充電
柱(charge column)および充電ケーブルをなくすことができる。
【００２２】
　車両とグリッド間の機能のさらなる説明として、ワイヤレス電力の送電機能および受電
機能は、ベースワイヤレス充電システム102aが電気車両112に電力を送電できるように、
または電気車両112がベースワイヤレス充電システム102aに電力を送電できるように、互
恵的に構成することができる。この機能は、再生可能エネルギー生産(たとえば、風また
は太陽)の過剰な需要または不足によって引き起こされるエネルギー不足の際に、電気車
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両112が配電システム全体に電力を寄与できるようにすることによって配電網を安定させ
るために、有用であり得る。
【００２３】
　図2は、図1のワイヤレス電力伝達システム100で使用され得るワイヤレス電力伝達シス
テム200の例示的な構成要素を示すことの概略図である。図2に示されるように、ワイヤレ
ス電力伝達システム200は、インダクタンスがL1のベースカプラ204を含むベース共振回路
206を含み得る。ワイヤレス電力伝達システム200は、インダクタンスがL2の電気車両カプ
ラ216を含む電気車両共振回路222をさらに含む。本明細書で説明される実施形態は、一次
側と二次側の両方が共通の共振周波数に合わされている場合に、磁気的または電磁気的な
近距離場を介して一次側構造物(送電機)から二次側構造物(受電機)へとエネルギーを効率
的に結合することが可能な共振構造を形成する、容量負荷導体ループ(すなわち、多巻コ
イル)を使用することができる。コイルは、電気車両カプラ216およびベースカプラ204に
対して使用され得る。エネルギーを結合するために共振構造を使用することは、「磁気結
合共振」、「電磁結合共振」、および/または「共振誘導」と呼ばれることがある。ワイ
ヤレス電力伝達システム200の動作は、ベースカプラ204から電気車両112(図示せず)への
電力伝達に基づいて説明されるが、それに限定されない。たとえば、上記で説明したよう
に、エネルギーは逆方向でも伝達され得る。
【００２４】
　図2を参照すると、電源208(たとえば、ACまたはDC)が、ベースワイヤレス電力充電シス
テム202の部分としてのベース電力コンバータ236に電力PSDCを供給して、エネルギーを電
気車両(たとえば、図1の電気車両112)に伝達する。ベース電力コンバータ236は、標準的
な電源のACからの電力を、適切な電圧レベルのDC電力へ変換するように構成されるAC/DC
コンバータ、および、DC電力をワイヤレス大電力伝達に適した動作周波数の電力に変換す
るように構成されるDC/低周波(LF)コンバータなどの回路を含み得る。ベース電力コンバ
ータ236は、入力電圧Viにおける電力P1をベースカプラ204と直列の同調キャパシタC1を含
むベース共振回路206に供給して、動作周波数において電磁場を放出する。直列同調共振
回路206は、例示的と解釈されるべきである。別の実施形態では、キャパシタC1は、ベー
スカプラ204と並列に結合されてもよい。また他の実施形態では、同調は、並列トポロジ
または直列トポロジの任意の組合せで、いくつかのリアクタンス要素から形成され得る。
キャパシタC1は、実質的に動作周波数で共振するベースカプラ204とともに共振回路を形
成するために設けられ得る。ベースカプラ204は、電力P1を受電し、電気車両を充電また
は給電するのに十分なレベルの電力をワイヤレスに送電する。たとえば、ベースカプラ20
4によってワイヤレスに供給される電力レベルは、数キロワット(kW)程度(たとえば、1kW
から110kWまでの間、またはこれよりも高いkWまたは低いkW)にあり得る。
【００２５】
　ベース共振回路206(ベースカプラ204および同調キャパシタC1を含む)および電気車両共
振回路222(電気車両カプラ216および同調キャパシタC2を含む)は、実質的に同じ周波数に
同調され得る。さらに以下で説明するように、電気車両カプラ216は、ベースカプラの近
距離場結合モード領域内に位置決めされ得、その逆も同様である。この場合には、ベース
カプラ204および電気車両カプラ216は、電力がベースカプラ204から電気車両カプラ216へ
伝達され得るように互いに結合されるようになり得る。直列キャパシタC2は、実質的に動
作周波数で共振する電気車両カプラ216とともに共振回路を形成するために設けられ得る
。直列同調共振回路222は、例示的であるものと解釈されるべきである。別の実施形態で
は、キャパシタC2は、電気車両カプラ216と並列に結合されてもよい。また他の実施形態
では、電気車両共振回路222は、並列トポロジまたは直列トポロジの任意の組合せで、い
くつかのリアクタンス要素から形成され得る。要素k(d)は、コイル間隔dにおいて得られ
る相互結合係数を表す。等価抵抗Req,1およびReq,2は、それぞれ、ベースカプラ204およ
び電気車両カプラ216ならびに同調(逆リアクタンス)キャパシタC1およびC2に固有であり
得る損失を表す。電気車両カプラ216およびキャパシタC2を含む電気車両共振回路222は、
電力P2を受電し、電力P2を電気車両充電システム214の電気車両電力コンバータ238に供給
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する。
【００２６】
　電気車両電力コンバータ238は、とりわけ、動作周波数での電力を、電気車両バッテリ
ユニットを表し得る電力シンク218の電圧レベルでのDC電力に戻す形で変換するように構
成される、LF/DCコンバータを含み得る。電気車両電力コンバータ238は、変換された電力
PLDCを電力シンク218に供給し得る。電源208、ベース電力コンバータ236、およびベース
カプラ204は、上記で説明したような様々な場所に固定され、位置してよい。電気車両電
力シンク218(たとえば、電気車両バッテリユニット)、電気車両電力コンバータ238、およ
び電気車両カプラ216は、電気車両(たとえば、電気車両112)の部分、またはそれのバッテ
リパック(図示せず)の部分である電気車両充電システム214に含まれ得る。電気車両充電
システム214はまた、電気車両カプラ216を通じてベースワイヤレス電力充電システム202
に電力をワイヤレスに供給して、電力をグリッドに戻すように構成され得る。電気車両カ
プラ216およびベースカプラ204の各々は、動作モードに基づいて、送電カプラまたは受電
カプラとしての働きをすることができる。
【００２７】
　図示されていないが、ワイヤレス電力伝達システム200は、電気車両電力シンク218また
は電源208をワイヤレス電力伝達システム200から安全に切断するための、負荷切断ユニッ
ト(LDU)を含み得る。たとえば、緊急事態またはシステム障害の場合、LDUは、負荷をワイ
ヤレス電力伝達システム200から切断するようにトリガされ得る。LDUは、バッテリへの充
電を管理するためのバッテリ管理システムに加えて設けられてよく、または、バッテリ管
理システムの部分であってもよい。
【００２８】
　さらに、電気車両充電システム214は、電気車両カプラ216を電気車両電力コンバータ23
8と選択的に接続および切断するための、開閉回路(図示せず)を含み得る。電気車両カプ
ラ216を切断することで、充電を中止することができ、(送電機としての働きをする)ベー
スワイヤレス電力充電システム202によって「見られる」ような「負荷」を変化させるこ
ともでき、このことは、(受電機としての働きをする)電気車両充電システム214をベース
ワイヤレス充電システム202から「覆い隠す」ために使用され得る。送電機が負荷感知回
路を含む場合、負荷の変化が検出され得る。したがって、以下でさらに説明するように、
ベースワイヤレス充電システム202などの送電機は、電気車両充電システム214などの受電
機がベースカプラ204の近距離場結合モード領域に存在するときを決定するための機構を
有し得る。
【００２９】
　上述されたように、動作において、電気車両(たとえば、図1の電気車両112)へのエネル
ギー伝達の間に、ベースカプラ204がエネルギー伝達を提供するための電磁場を生成する
ように、入力電力が電源208から供給される。電気車両カプラ216は、電磁場に結合し、電
気車両112による蓄積または消費のための出力電力を生成する。上述されたように、いく
つかの実施形態では、ベース共振回路206および電気車両共振回路222は、それらがほぼま
たは実質的に動作周波数において共振するような、相互共振関係に従って構成および同調
される。以下でさらに説明するように、電気車両カプラ216がベースカプラ204の近距離場
結合モード領域の中に位置しているとき、ベースワイヤレス電力充電システム202と電気
車両充電システム214との間の送電損失は最小である。
【００３０】
　述べたように、効率的なエネルギー伝達は、空間への放射による大幅な損失を伴うこと
がある遠距離場での電磁波を介するよりも、電磁近距離場を介してエネルギーを伝達する
ことによって行われる。近距離場の中にあるとき、送電カプラと受電カプラとの間に結合
モードが確立され得る。この近距離場結合が発生し得るカプラの周りの空間は、本明細書
では近距離場結合モード領域と呼ばれる。
【００３１】
　図示されていないが、ベース電力コンバータ236および電気車両電力コンバータ238は双



(10) JP 6683697 B2 2020.4.22

10

20

30

40

50

方向である場合、送電モードについて発振器、電力増幅器などの駆動回路、フィルタ、お
よび整合回路を、また受電モードについて整流器回路を、ともに含み得る。発振器は、調
整信号に応答して調整され得る所望の動作周波数を生成するように構成され得る。発振器
信号は、電力増幅器によって、制御信号に応答する増幅量で増幅され得る。フィルタおよ
び整合回路は、高調波または他の不要な周波数を除去し、共振回路206および222によって
与えられるようなインピーダンスを、ベース電力コンバータ236および電気車両電力コン
バータ238にそれぞれ整合させるために含まれ得る。受電モードについて、ベース電力コ
ンバータ236および電気車両電力コンバータ238はまた、整流器およびスイッチング回路を
含み得る。
【００３２】
　開示される実施形態全体で説明されるような電気車両カプラ216およびベースカプラ204
は、「導体ループ」、より具体的には「多巻導体ループ」またはコイルと呼ばれることが
あり、またはそのように構成され得る。ベースカプラ204および電気車両カプラ216はまた
、「磁気」カプラと本明細書では呼ばれることがあり、またはそのように構成され得る。
「カプラ」という用語は、別の「カプラ」に結合するために、エネルギーをワイヤレスに
出力または受電することができる構成要素を指すことが意図される。
【００３３】
　上記で説明したように、送電機と受電機との間のエネルギーの効率的な伝達は、送電機
と受電機との間の整合された共振またはほぼ整合された共振中に行われる。しかしながら
、送電機と受電機との間の共振が整合されていないときでも、効率を下げてエネルギーを
伝達することができる。
【００３４】
　共振周波数は、上述されたようなカプラ(たとえば、ベースカプラ204およびキャパシタ
C1)を含む共振回路(たとえば、共振回路206)のインダクタンスおよび静電容量に基づき得
る。図2に示すように、インダクタンスは、一般にカプラのインダクタンスであり得るが
、静電容量は、所望の共振周波数において共振構造を作成するようにカプラに追加され得
る。したがって、大きいインダクタンスを示す大きい直径のコイルを使用する大きいサイ
ズのカプラについて、共振を生み出すために必要となる静電容量の値は小さくてよい。イ
ンダクタンスはまた、コイルの巻数に依存し得る。さらに、カプラのサイズが増大するに
つれて、結合効率は増大し得る。このことは、主にベースカプラと電気車両カプラの両方
のサイズが増大する場合に当てはまる。さらに、カプラおよび同調キャパシタを含む共振
回路は、エネルギー伝達効率を改善するために高い品質(Q)ファクタを有するように設計
され得る。たとえば、Q値は300以上であり得る。
【００３５】
　上述されたように、いくつかの実施形態によれば、互いの近距離場の中にある2つのカ
プラの間で電力を結合させることが開示される。上述されたように、近距離場は、主にリ
アクタンスを持つ電磁場が存在するカプラの周りの領域に相当し得る。カプラの物理的サ
イズが周波数に関係する波長よりもずっと小さい場合、波の伝搬またはカプラから離れる
放射に起因する電力の大幅な損失はない。近距離場結合モード領域は、カプラの物理的ボ
リュームの近く、通常は波長のごく一部の中にあるボリュームに相当し得る。いくつかの
実施形態によれば、外来物体、たとえば、誘電物体および人体との相互作用がより小さい
ために、実際に磁場を取り扱うことは電界よりも容易であるので、単巻または多巻の導体
ループなどの磁気カプラが送電と受電の両方のために使用されることが好ましい。とはい
え、「電気」カプラ(たとえば、ダイポールおよびモノポール)または磁気カプラと電気カ
プラの組合せが使用されてもよい。
【００３６】
　図3は、図1のワイヤレス電力伝達システム100で使用され得る、および/または図2のワ
イヤレス電力伝達システム200がその部分であり得る、ワイヤレス電力伝達システム300の
例示的な構成要素を示す機能ブロック図である。ワイヤレス電力伝達システム300は、通
信リンク376と、位置または方向を決定するための、たとえば磁場信号を使用する案内リ
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ンク366と、ベースカプラ304と電気車両カプラ316のうちの一方または両方を機械的に移
動させることができる位置合わせ機構356とを示す。ベースカプラ304および電気車両カプ
ラ316の機械的な(運動学的な)位置合わせは、ベース位置合わせシステム352および電気車
両充電位置合わせシステム354によって、それぞれ制御され得る。案内リンク366は、案内
信号がベース案内システムもしくは電気車両案内システムによって、またはそれらの両方
によって放出され得ることを意味する、双方向シグナリングを可能にし得る。図1を参照
して上記で説明したように、エネルギーが電気車両112の方へ流れるとき、図3において、
ベース充電システム電力インターフェース348は、ベース電力コンバータ336にAC電源また
はDC電源(図示せず)などの電源から電力を供給するように構成され得る。ベース電力コン
バータ336は、ベース充電システム電力インターフェース348を介してAC電力またはDC電力
を受電して、図2に関するベース共振回路206の共振周波数に近い周波数で、または共振周
波数でベースカプラ304を駆動し得る。電気車両カプラ316は、近距離場結合モード領域の
中にあるとき、エネルギーを電磁場から受電して、図2に関する電気車両共振回路222の共
振周波数で、または共振周波数の近くで発振し得る。電気車両電力コンバータ338は、電
気車両カプラ316からの発振信号を、電気車両電力インターフェースを介してバッテリを
充電するための適した電力信号に変換する。
【００３７】
　ベースワイヤレス充電システム302は、ベースコントローラ342を含み、電気車両充電シ
ステム314は、電気車両コントローラ344を含む。ベースコントローラ342は、たとえば、
コンピュータ、ベース共通通信(BCC)、電力配電センタの通信エンティティ、またはスマ
ート電力網の通信エンティティなどの他のシステム(図示せず)に、ベース充電システム通
信インターフェースを提供し得る。電気車両コントローラ344は、たとえば、車両上のオ
ンボードコンピュータ、バッテリ管理システム、車両内の他のシステム、およびリモート
システムなどの他のシステム(図示せず)に、電気車両通信インターフェースを提供し得る
。
【００３８】
　ベース通信システム372および電気車両通信システム374は、別個の通信チャネルを伴う
特有の用途のための、また同様に図3の図に図示されない他の通信エンティティとワイヤ
レスに通信するための、サブシステムまたはモジュールを含み得る。これらの通信チャネ
ルは、別個の物理チャネルまたは別個の論理チャネルであってよい。非限定的な例として
、ベース位置合わせシステム352は、通信リンク376を通じて電気車両位置合わせシステム
354と通信して、たとえば、電気車両位置合わせシステム354もしくはベース位置合わせシ
ステム352のいずれか、またはそれらの両方による自律的かつ機械的(運動学的)な位置合
わせを介して、または本明細書で説明されるようなオペレータ支援を用いて、ベースカプ
ラ304および電気車両カプラ316をより密接に位置合わせするためのフィードバックメカニ
ズムを提供し得る。同様に、ベース案内システム362は、充電スポットへオペレータを案
内するために、またベースカプラ304および電気車両カプラ316を位置合わせする際に、必
要とされるような位置または方向を決定するために、通信リンク376を通じて、また同様
に案内リンク366を使用して電気車両案内システム364と通信し得る。いくつかの実施形態
では、通信リンク376は、ベースワイヤレス充電システム302と電気車両充電システム314
との間で他の情報を通信するために、ベース通信システム372および電気車両通信システ
ム374によってサポートされる複数の別個の汎用通信チャネルを備え得る。この情報は、
電気車両の特性、バッテリの特性、充電状態、およびベースワイヤレス充電システム302
と電気車両充電システム314の両方の電力能力についての情報、および電気車両に関する
保守および診断データを含み得る。これらの通信チャネルは、たとえば、WLAN、Bluetoot
h（登録商標）、zigbee、セルラーなどのような、別個の論理チャネルまたは別個の物理
通信チャネルであり得る。
【００３９】
　いくつかの実施形態では、電気車両コントローラ344はまた、電気車両の主要バッテリ
および/または補助バッテリの充電および放電を管理するバッテリ管理システム(BMS)(図
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示せず)を含み得る。本明細書で論じるように、ベース案内システム362および電気車両案
内システム364は、たとえば、マイクロ波、超音波レーダー、磁気ベクタリング原理に基
づいて位置または方向を決定するために必要とされるような機能およびセンサを含む。さ
らに、電気車両コントローラ344は、電気車両オンボードシステムと通信するように構成
され得る。たとえば、電気車両コントローラ344は、たとえば、半自動の駐車操作を実行
するように構成されたブレーキシステムのための、または、ベースカプラ304と電気車両
カプラ316との間に十分な位置合わせをもたらすためにいくつかの応用例で必要となり得
るような多くの便利さおよび/または高い駐車精度を提供する、大部分が自動化された駐
車「パークバイワイヤ」とともに支援するように構成されたステアリングサーボシステム
のための位置データを、電気車両通信インターフェースを介して提供し得る。その上、電
気車両コントローラ344は、視覚的出力デバイス(たとえば、ダッシュボードのディスプレ
イ)、音響/オーディオ出力デバイス(たとえば、ブザー、スピーカー)、機械的入力デバイ
ス(たとえば、キーボード、タッチスクリーン、および、ジョイスティック、トラックボ
ールなどのポインティングデバイスなど)、およびオーディオ入力デバイス(たとえば、電
子音声認識を伴うマイクロフォン)と通信するように構成され得る。
【００４０】
　ワイヤレス電力伝達システム300は、検出およびセンサシステム(図示せず)などの他の
補助システムを含み得る。たとえば、ワイヤレス電力伝達システム300は、案内システム(
362、364)によって要求されるように位置を決定して運転手または車両を充電スポットへ
適切に案内するためのシステムとともに使用するためのセンサ、要求される分離/結合を
用いてカプラを相互に位置合わせするためのセンサ、電気車両カプラ316が結合を達成す
るために特定の高さおよび/または位置へ移動するのを妨げ得る物体を検出するためのセ
ンサ、ならびにシステムの信頼できる無害かつ安全な動作を実行するためにシステムとと
もに使用するための安全センサを含み得る。たとえば、安全センサは、安全半径を越えて
ベースカプラ304および電気車両カプラ316に接近しつつある動物または子供の存在の検出
、加熱(誘導加熱)されることがあるベースカプラまたは電気車両カプラ(304、316)の近く
にまたは近傍に位置する金属物体の検出、およびベースカプラまたは電気車両カプラ(304
、316)の近くの白熱物体などの有害な事象の検出のためのセンサを含み得る。
【００４１】
　ワイヤレス電力伝達システム300はまた、たとえば、有線充電ポート(図示せず)を電気
車両充電システム314に設けることによって、有線接続を介したプラグイン充電をサポー
トし得る。電気車両充電システム314は、電気車両との間で電力を伝達する前に、2つの異
なる充電器の出力を統合し得る。スイッチング回路は、ワイヤレス充電と有線充電ポート
を介した充電との両方をサポートするために必要とされるような機能を提供し得る。
【００４２】
　ベースワイヤレス充電システム302と電気車両充電システム314との間で通信するために
、ワイヤレス電力伝達システム300は、ベースカプラ304および電気車両カプラ316を介し
た帯域内シグナリング、および/または、通信システム(372、374)を介した、たとえば、R
Fデータモデム(たとえば、非ライセンス帯域の中での無線上のイーサーネット)を介した
帯域外シグナリングを使用し得る。帯域外通信は、車両の使用者/所有者への付加価値サ
ービスの割振りのために十分な帯域幅を提供し得る。ワイヤレス電力搬送波の低深度の振
幅変調または位相変調が、干渉が最小限の帯域内シグナリングシステムとしての働きをし
得る。
【００４３】
　一部の通信(たとえば、帯域内シグナリング)は、特定の通信アンテナを使用することな
く、ワイヤレス電力リンクを介して実行され得る。たとえば、ベースカプラ304および電
気車両カプラ316はまた、ワイヤレス通信カプラまたはアンテナとしての働きをするよう
に構成され得る。したがって、ベースワイヤレス充電システム302のいくつかの実施形態
は、ワイヤレス電力経路におけるキーイングタイププロトコルを可能にするためのコント
ローラ(図示せず)を含み得る。既定のプロトコルを用いて既定の間隔で送信電力レベルを
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キーイング(振幅シフトキーイング)することによって、受電機は送電機からのシリアル通
信を検出し得る。ベース電力コンバータ336は、ベースカプラ304の近距離場結合モード領
域の中での動作中の電気車両電力受電機の存在または不在を検出するための負荷感知回路
(図示せず)を含み得る。例として、負荷感知回路は、ベース電力コンバータ336の電力増
幅器へ流れている電流を監視し、その電流は、ベースカプラ304の近距離場結合モード領
域の中で動作中の電力受電機の存在または不在によって影響を及ぼされる。電力増幅器で
の負荷の変化の検出は、エネルギーを送電するためのベースワイヤレス充電システム302
を有効にするのかどうか、受電機と通信するのかどうか、またはそれらの組合せを判定す
る際に使用するために、ベースコントローラ342によって監視され得る。
【００４４】
　ワイヤレス大電力伝達を可能にするために、いくつかの実施形態は、10～150kHzの範囲
の周波数で電力を伝達するように構成され得る。この低周波数結合により、ソリッドステ
ートスイッチングデバイスを使用して達成され得る高効率な電力変換が可能になり得る。
いくつかの実施形態では、本明細書で説明されるワイヤレス電力伝達システム100、200、
および300は、再充電可能または交換可能なバッテリを含む様々な電気車両112とともに使
用され得る。
【００４５】
　図4は、本発明の例示的な実施形態による、電気車両412の中に配置された交換可能な非
接触式バッテリを示す機能ブロック図である。本実施形態では、ワイヤレス電力インター
フェース(たとえば、充電器とバッテリ間のワイヤレスインターフェース426)を統合し、
たとえば、地中に埋め込まれた地上ベースのワイヤレス充電ユニット(図示せず)から電力
を受電し得る電気車両バッテリユニット(図示せず)にとって、低いバッテリ位置が有用で
あり得る。図4では、電気車両バッテリユニットは、再充電可能なバッテリユニットであ
ってよく、バッテリコンパートメント424に収容され得る。電気車両バッテリユニットは
また、充電器とバッテリ間のワイヤレス電力インターフェース426を提供し、充電器とバ
ッテリ間のワイヤレス電力インターフェース426は、カプラ、共振同調および電力変換回
路、ならびに、地上ベースのワイヤレス充電ユニットと電気車両バッテリユニットとの間
での効率的かつ安全なワイヤレスエネルギー伝達のために必要とされるような他の制御機
能および通信機能を含む、電気車両ワイヤレス電力サブシステム全体を統合し得る。
【００４６】
　電気車両のカプラ(たとえば、電気車両カプラ116)は、突出した部分がないように、か
つ、地面と車体間の所定のすきまが保たれ得るように、電気車両バッテリユニットまたは
車体の底面と面一に統合されることが有用であり得る。この構成は、電気車両ワイヤレス
電力サブシステムに専用の電気車両バッテリユニットの中に、いくらかの空間を必要とし
得る。図4に示すように、電気車両412と地上ベースのワイヤレス充電ユニットとの間にワ
イヤレス電力および通信を提供し得る充電器とバッテリ間のワイヤレス電力インターフェ
ース426のそばに、電気車両バッテリユニット422はまた、バッテリとEV間の非接触インタ
ーフェース428を提供し得る。
【００４７】
　いくつかの実施形態では、図1を参照すると、ベースカプラ104aおよび電気車両カプラ1
16は、固定された位置にあってよく、カプラは、たとえば、ベースワイヤレス充電システ
ム102aに対する電気車両カプラ116の全体的な配置によって、近距離場結合モード領域内
に持ち込まれる。しかしながら、エネルギー伝達を迅速、効率的かつ安全に実行するため
に、ベースカプラ104aと電気車両カプラ116との間の距離は、結合を改善するように短縮
される必要があり得る。したがって、いくつかの実施形態では、ベースカプラ104aおよび
/または電気車両カプラ116は、それらを互いにより近くに持ち込むために(空隙を短縮す
るために)、垂直方向で配置可能および/または移動可能であり得る。
【００４８】
　図1を参照すると、上述された充電システムは、電気車両112を充電するために、または
電力網に戻す形で電力を伝達するために、様々な場所で使用され得る。たとえば、電力の
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伝達は、駐車場環境で生じ得る。「駐車エリア」が本明細書で「駐車スペース」または「
駐車区画」と呼ばれることもあることに留意されたい。ワイヤレス電力伝達システム100
の効率を高めるために、電気車両112内の電気車両カプラ116が、関連する駐車エリア内の
ベースカプラ104aに対して適切に位置合わせされるのを可能にするように、電気車両112
はX方向およびY方向に沿って位置合わせされ得る。
【００４９】
　さらに、開示される実施形態は、1つまたは複数の駐車スペースまたは駐車エリアを有
する駐車場に適用可能であり、駐車場内の少なくとも1つの駐車スペースは、以下で同様
に充電ベース102が参照されるベースワイヤレス充電システム102aを備え得る。いくつか
の実施形態では、充電ベース102は、単にベースカプラ104aだけを備えてもよく、ベース
ワイヤレス充電システムの残りの部分は他のどこかに設置される。たとえば、共通の駐車
エリアは複数の充電ベースを、それぞれ共通の駐車エリアの対応する駐車スペースに収容
することができる。電気車両112を駐車エリアの中に配置する際に車両のオペレータを支
援して、電気車両112内の電気車両カプラ116をベースワイヤレス充電システム102aの部分
としてのベースカプラ104aに対して位置合わせするために、案内システム(図1に示さず)
が使用され得る。電気車両112を位置決めする際に電気車両のオペレータを支援して、電
気車両112内の電気車両カプラ116がベースカプラ104aに十分に位置合わせされることを可
能にするために、案内システムは、電子ベースの手法(たとえば、UWB信号、三角測量、磁
場感知(たとえば、磁気ベクタリング)に基づく位置および/もしくは方向発見原理、なら
びに/または光学的な、準光学的な、および/もしくは超音波の感知方法を使用する、たと
えば、無線ベースの位置決め)、機械ベースの手法(たとえば、車輪ガイド、トラックまた
はストップ)、またはそれらの任意の組合せを含み得る。
【００５０】
　上記で説明したように、電力をベースワイヤレス充電システム102aへ/から送電/受電す
るために、電気車両充電ユニット114は電気車両112の底面に配置され得る。たとえば、電
気車両カプラ116は、電磁場の曝露に関して最大限安全な距離をもたらし、電気車両の前
向き駐車および後向き駐車を可能にする、好ましくは中心位置の近くで車体底面に統合さ
れ得る。
【００５１】
　図5Aは、本発明の例示的な実施形態による、電気車両112をワイヤレス充電するために
使用され得る例示的な周波数を示す周波数スペクトルのチャートである。図5Aに示すよう
に、電気車両へのワイヤレス大電力伝達のための可能性のある周波数範囲は、3kHz～30kH
z帯域のVLF、いくつかの除外がある30kHz～150kHz帯域の低LF(ISMなどの用途)、HFの6.78
MHz(ITU-R ISMバンド6.765～6.795MHz)、HFの13.56MHz(ITU-R ISMバンド13.553～13.567)
、およびHFの27.12MHz(ITU-R ISMバンド26.957～27.283)を含み得る。
【００５２】
　図5Bは、例示的な実施形態による、ワイヤレス電力伝達(WPT)のために使用され得る例
示的な周波数と、電気車両のワイヤレス充電での付随的な目的のために、たとえば、電気
車両通信エンティティをベース通信エンティティに位置決めすること(磁気ベクタリング)
および電気車両通信エンティティをベース通信エンティティとペアリングすることのため
に使用され得る低レベル磁気情報信号、すなわちビーコン信号のための例示的な周波数を
示す周波数スペクトルの一部分の図である。図5Bに示すように、WPTは、図5Bに示す周波
数スペクトル部分の下端におけるWPT動作周波数帯域505内で行われ得る。図示のように、
動作中の充電ベースは、たとえば、周波数の不安定性に起因して、または同調の理由で意
図的に、WPT動作周波数帯域505内のわずかに異なる周波数で電力をワイヤレスに伝達し得
る。いくつかの実施形態では、WPT動作周波数帯域505は、図5Aに示す可能性のある周波数
範囲のうちの1つの中に位置し得る。いくつかの実施形態では、磁気シグナリング(ビーコ
ニング)のための動作周波数帯域515は、干渉を避けるためにWPT動作周波数帯域505から周
波数分離510だけオフセットされ得る。周波数分離510は、図5Bに示すように、WPT動作周
波数帯域505の上方に位置し得る。いくつかの態様では、周波数分離は、10～20kHz以上の
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オフセットを備え得る。いくつかの態様では、周波数分割方式を使用して、動作中の充電
ベースは、いくらかのチャネル間隔を伴う異なる周波数において磁気ビーコンを放出し得
る。いくつかの態様では、磁気シグナリング(ビーコニング)515のための動作周波数帯域
内の周波数チャネル間隔は、1kHzのチャネル間隔を備え得る。
【００５３】
　図6は、本発明の例示的な実施形態による、電気車両をワイヤレス充電するのに有用で
あり得る例示的な周波数および送電距離を示すチャートである。電気車両のワイヤレス充
電に有用であり得るいくつかの例示的な送電距離は、約30mm、約75mm、および約150mmで
ある。いくつかの例示的な周波数は、VLF帯域の約27kHzおよびLF帯域の約135kHzであり得
る。
【００５４】
　電気車両112の充電サイクル中に、図1に関するワイヤレス電力伝達システム100のベー
スワイヤレス充電システム102aは、様々な動作状態を通過し得る。ワイヤレス電力伝達シ
ステム100は、1つまたは複数のベースワイヤレス充電システム(たとえば、102aおよび102
b)を含み得る。ベースワイヤレス充電システム102aは、図3に示すように、コントローラ
および電力変換ユニットのうちの少なくとも1つ、ならびにベースコントローラ342、ベー
ス電力コンバータ336、およびベースカプラ304などのベースカプラを含み得る。ワイヤレ
ス電力伝達システム100は、図1に示すローカル配電センタ130を含み得、中央制御装置、
グラフィカルユーザインターフェース、ベース共通通信エンティティ、およびリモートサ
ーバまたはサーバのグループへのネットワーク接続をさらに含み得る。
【００５５】
　ワイヤレス電力伝達システム100の効率性を高めるために、電気車両112内の電気車両カ
プラ116が、関連する駐車エリア内のベースカプラ104と十分に位置合わせされるのを可能
にするように、電気車両112はX方向およびY方向に沿って(たとえば、磁場を使用して)位
置合わせされ得る。規制上の制約(たとえば、電磁場強度の制限)のもとでの最大電力、お
よび最大伝達効率を達成するために、ベースカプラ104aと電気車両カプラ116との間の位
置合わせ誤差は、できるだけ小さく設定され得る。
【００５６】
　駐車エリアの中で電気車両112を位置決めする際に、電気車両112内の電気車両カプラ11
6をベースワイヤレス充電システム102aのベースカプラ104aに位置合わせするように車両
オペレータを支援するために、案内システム(図3に関して上記で説明した案内システム36
2および364などの)が使用され得る。電気車両カプラ116とベースカプラ104aとの間の結合
効率がいくらかのしきい値を越えるように電気車両カプラ116およびベースカプラ104が位
置合わせされたとき、それら2つはワイヤレス充電のための「スイートスポット」(許容エ
リア)内にあると言われる。この「スイートスポット」エリアは、放出に換算して定義さ
れることもあり、たとえば、車両がこの許容エリアの中に駐車される場合、車両の周囲で
測定されるような漏れ磁場は、規定された制限、たとえば、人体曝露の制限を常に下回る
。
【００５７】
　案内システムは、様々な手法を含み得る。ある手法では、案内は、電気車両を「スイー
トスポット」の上に位置決めする際に、電気車両カプラのベースカプラに対する位置およ
び/または方向を決定することに基づく表示または他の光学もしくは音響フィードバック
を使用して電気車両のオペレータを支援することを含み得る。別の手法では、案内は、電
気車両カプラ116のベースカプラ104に対する位置および/または方向を決定することに基
づく、車両の直接かつ自動の案内を含み得る。
【００５８】
　位置および/または方向を決定するために、電磁波ベースの手法(たとえば、伝搬時間測
定および三角測量のためにマイクロ波広帯域信号を使用する無線ベースの方法)、音響波
ベースの手法(たとえば、伝搬時間測定および三角測量のために超音波を使用する)、光学
または準光学の手法(たとえば、光学センサおよび電子カメラを使用する)、慣性ベースの
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手法(たとえば、加速度計および/またはジャイロメータを使用する)、空気圧力ベースの
手法(たとえば、多層式駐車場においてフロアレベルを決定するため)、誘導ベースの手法
(たとえば、WPTベースカプラまたは他の専用の誘導ループによって生成される磁場を感知
することによる)などの、様々な手法が適用され得る。
【００５９】
　さらなる手法では、案内は、機械ベースの手法(たとえば、車輪ガイド、トラックまた
はストップ)を含み得る。また別の手法では、案内は、案内ならびに位置および/または方
向を決定するための上の手法および方法の組合せを含み得る。上の案内手法はまた、拡張
されたエリア、たとえば、駐車場の内側、またはローカルエリア位置決めシステム(たと
えば、屋内の位置決め)を必要とする駐車場での案内のために適用され得、ここで、位置
決めは位置および/または方向を決定することを指す。
【００６０】
　屋内(GPSなどのグローバル衛星ベースナビゲーションシステムの受信がない)または屋
外での自動車の環境において、異なる季節ごとの天候条件(雪、氷、水、群葉)において、
異なる日中(日光照射、暗闇)において、信号源およびセンサが汚されて(汚れ、泥、ほこ
りなど)、異なる地上特性(アスファルト、鉄筋コンクリート)を伴って、車両および他の
反射もしくは遮蔽している物体(その車両自体の車輪、隣接して駐車されている車両など)
の存在において遭遇するような、すべての状態において確実に機能する場合、位置決めま
たは位置特定の方法は実際的かつ有用であると見なされてよい。その上、インフラストラ
クチャ設置の複雑さおよびコストを最小限に抑えるために、ベースワイヤレス充電システ
ム302(図3に関する)の物理ユニットの外部に追加のコンポーネント(信号源、アンテナ、
センサなど)を取り付ける必要がない方法が好ましくあり得る。本態様は、車両側にも適
用され得る。好ましい実施形態では、アンテナおよびセンサを含む案内システム364のす
べての車両側構成要素は、電気車両ワイヤレス充電システム314の物理ユニットに完全に
統合される。同様に、好ましい実施形態では、アンテナおよびセンサを含む案内システム
362のすべてのベース側構成要素は、ベースワイヤレス充電システム302の物理ユニットに
完全に統合される。
【００６１】
　誘導ベースの手法の一実施形態では、図3を参照すると、ベースカプラ304もしくは電気
車両カプラ316のいずれか、またはベースワイヤレス充電システム302もしくは電気車両充
電システム314に含まれる任意の他の専用の誘導ループは、それぞれ、電気車両充電シス
テム314に含まれてよく、またはベースワイヤレス充電システム302に含まれてもよいセン
サシステムまたはセンサ回路によって感知され得る、「磁場ビーコン信号」または「磁気
感知場」とも呼ばれる交番磁場を生成し得る。磁場ビーコン信号用の周波数は、案内およ
び位置合わせ(位置決め)の目的ならびに通信エンティティのペアリングのために使用され
得、WPTの動作周波数と同一であってよく、またはWPTの周波数と異なるが位置決めのため
の感知が近距離場において行われるように十分低くてもよい。ある適当な周波数の一例は
、低周波(LF)(たとえば、20～150kHzからの範囲内で)におけるものであってよい。低周波
(LF)磁場ビーコン信号の近距離場特性(場の強さ対距離である3次べき乗則減衰)および磁
気ベクトル場パターンの特性は、多くの場合にとって十分な精度で位置を決定するために
有用であり得る。さらに、この誘導ベースの手法は、上記に記載したような環境影響に比
較的無反応であり得る。磁場ビーコン信号は、WPTのために使用されるものと同じコイル
または同じコイル構成を使用して生成され得る。いくつかの実施形態では、特に磁場ビー
コン信号を生成または感知するための1つまたは複数の別個のコイルが使用されてよく、
いくつかの潜在的な問題点を解決する場合があり、確実かつ正確なソリューションをもた
らし得る。
【００６２】
　一態様では、磁場ビーコン信号を感知することは、単にWPT結合の代表である位置合わ
せスコアのみを提供し得るが、より多くの情報(たとえば、実際の位置合わせ誤差、およ
び駐車の試みに失敗した場合の修正のやり方)を車両オペレータに提供することができな
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い場合がある。本態様では、ベースカプラおよび電気車両カプラのWPTコイルは、磁場を
生成および感知するために使用され得、ベースカプラと電気車両カプラとの間の結合効率
は、場が電流を生成することを知っている感知WPTコイルの短絡回路電流または開回路電
圧を測定することによって決定され得る。この位置合わせ(すなわち、測定)モードにおい
て必要とされる電流は、通常のWPTのために一般に使用される電流よりも小さくてよく、
周波数は同じであってよい。
【００６３】
　別の態様では、図1を参照すると、磁場を感知することは、電気車両112をワイヤレス充
電スタンドの「スイートスポット」の中に正確に駐車する際に運転手を支援するために使
用され得る、拡張された範囲にわたる位置情報を提供し得る。そのようなシステムは、周
波数選択的でありWPTシステムで使用される通常の電流または電圧トランスデューサより
も感度のよい、専用の能動フィールドセンサを含み得る。人体曝露の規格に準拠するため
に、磁気感知場は、上述されたように結合効率を測定するために使用されるものよりも、
低いレベルに低減されなければならないことがある。ベースカプラ104が磁気感知場を生
成し、ベースカプラ104の活性面が常に電気車両112によって覆われているとは限らない場
合、このことは特に当てはまることがある。
【００６４】
　異なる態様では、磁気近距離場を感知することはまた、拡張されたエリア、たとえば、
駐車場の内側の中の駐車区画の外側で位置決め(案内)するために適用され得る。本態様で
は、磁場の発生源は、進入路すなわち車路において道路に埋め込まれ得る。
【００６５】
　電磁ベースの手法の一実施形態では、案内システムは、ウルトラワイドバンド(UWB)技
術を使用し得る。マイクロ波、たとえば、Kバンド(24GHz)またはEバンド(77GHz)の周波数
範囲(自動車の使用のための)で動作するUWB技術に基づく技法は、十分な時間分解能をも
たらすこと、正確な測距を可能にすること、およびマルチパスの影響の緩和の可能性を有
する。UWBに基づく位置決め方法は、遮断(たとえば、車輪による遮断)、反射(たとえば、
隣接して駐車されている車両からの反射)、ベースワイヤレス充電システム102の物理ユニ
ット、電気車両ワイヤレス充電ユニット114の物理ユニット、および図1に示すように車両
の車台の底部に取り付けられている車両カプラ116のうちの少なくとも1つに統合されてい
るアンテナを想定する実環境で予期される回折などの、波の伝搬の影響に対処するのに十
分頑強であり得る。狭帯域無線周波数(RF)技術(たとえば、極超短波(UHF)帯域で動作する
)に基づき、単に無線信号強度(距離を示す)を測定するだけの方法は、そのような環境に
おいて十分な精度および信頼性をもたらし得ない。磁気近距離場の場の強さではなく、自
由空間における電波の場の強さのみが、距離と線形に低下する。その上、信号強度は、マ
ルチパスの受信および経路の遮断によって引き起こされるようなフェージングに起因して
大幅に変動することがあり、信号強度対距離の関係に基づく正確な測距を困難にする。
【００６６】
　一実施形態では、ベースワイヤレス充電システム102または電気車両112のいずれかは、
正確な三角測量を可能にするために十分に離間した複数の統合されたアンテナから、UWB
信号を放出および受信し得る。例示的な一態様では、1つまたは複数のUWBトランスポンダ
は、それぞれ、電気車両112に搭載されて、またはベースワイヤレス充電システム102の中
で使用される。相対位置は、信号の往復遅延を測定することによって、かつ三角測量を実
行することによって、決定され得る。
【００６７】
　別の態様では、ベースワイヤレス充電システム102または電気車両112のいずれかは、正
確な三角測量を可能にするために十分に離間した複数の統合されたアンテナから、UWB信
号を放出し得る。複数のUWB受電機は、それぞれ、電気車両112に取り付けられるか、また
はベースワイヤレス充電システム102に統合される。位置決めは、衛星ベースの位置決め
システム(GPS)と同様に、すべての受信された信号の相対的な到達時間(ToA)を測定するこ
と、および三角測量によって実行される。
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【００６８】
　一態様では、ベースワイヤレス充電システム102、または電気車両112のオンボードシス
テムの部分としてのUWBトランシーバはまた、危険な空間における外来物体の検出、たと
えば、ベースワイヤレス充電システム102によって生成されるような磁場がいくらかの安
全レベルを越える場所を検出するために、使用(再使用)され得る。これらの物体は、生命
のない物体、たとえば、渦電流加熱を受けやすい金属物体、または過度の磁場曝露を受け
やすい人や動物などの生命のある物体であり得る。
【００６９】
　図7は、直列同調共振システムにおいて電荷受電要素に供給される電荷の量を制御する
ためのシステムの例示的な実施形態による、ワイヤレス電力伝達システム700の例示的な
コア構成要素の概略図を示す。
【００７０】
　例示的な実施形態では、電気車両電力コンバータ738は、ベース共振回路206から電気車
両共振回路222に伝達される電力を整流し、そうした電力の量を制御するように構成され
た回路を備える。電気車両電力コンバータ738は、図2の電気車両電力コンバータ238の例
示的な実施形態である。電気車両電力コンバータ738の実施形態は、負荷に供給される電
力を制御し安定化させるためのデューティサイクルを作成することと、ベースワイヤレス
電力充電システム202によって生じる電力の量を制御することの両方を行う。
【００７１】
　例示的な実施形態では、電気車両電力コンバータ738は、ダイオード702および704、ダ
イオード706および708、スイッチ712および714、インダクタンスとして表される負荷要素
716、ならびに静電容量として表される負荷要素718を備える。DC充電信号は接続部722を
介して供給され、特性バッテリ電圧VLDCによって、また特性電流Ibatによって表される。
例示的な実施形態では、ダイオード706および708は、それぞれ、スイッチ712および714の
ボディダイオードであり得る。したがって、ダイオード706およびスイッチ712を通過する
電流は一緒と見なされ、ダイオード708およびスイッチ714を通過する電流は一緒と見なさ
れる。
【００７２】
　スイッチ712(「S1」とも呼ばれる)は、制御信号Vg1(図8においても図式的に示される)
に従って動作させられ、スイッチ714(「S2」とも呼ばれる)は、制御信号Vg2(図8において
も図式的に示される)に従って動作させられる。制御信号Vg1およびVg2は、パルス幅変調(
PWM)生成器732によって接続部734を介して提供される。
【００７３】
　比較器739は、電流I2をサンプリングして電流I2のゼロ交差情報を決定し、接続部742を
介してPWM生成器732に同期(「Synch」)信号を提供する。接続部742上のSynch信号は、電
流I2のゼロ交差を表す。
【００７４】
　車両側コントローラ(「VEH.CONT」)726は、出力電圧VLDCおよび電流Ibatを受け取り、
接続部728を介してPWM生成器732に制御信号を提供する。接続部728上の制御信号は、PWM
生成器732がデューティサイクルで動作するように車両側コントローラ726によって調整さ
れ、これにより、負荷要素716、出力部722における電流、および電力シンク218のうちの
いずれかによって表される負荷(バッテリ)によって要求される所望の電力レベルで、電気
車両電力コンバータ738が電力を出力することが可能になる。車両側コントローラ726によ
って接続部728上で提供される制御信号は、必要とされるPWMデューティサイクルについて
の情報をPWM生成器732に提供する。代替として、車両側コントローラ726はまた、出力電
力および/または出力電流をさらに制限または制御するために、ベースコイル電流(図示せ
ず)の測定値などの他の入力信号を使用してもよい。
【００７５】
　電気車両電力コンバータ738は、とりわけ、動作周波数における電力を、電気車両バッ
テリユニットを表し得る電力シンク218の電圧レベルにおけるDC電力に戻す形で変換する



(19) JP 6683697 B2 2020.4.22

10

20

30

40

50

ように構成される、LF/DC(低周波から直流への)コンバータを含み得る。電気車両電力コ
ンバータ738は、変換された電力PLDCを電力シンク218に供給し得る。電源208、ベース電
力コンバータ236、およびベースカプラ204は、上記で説明したような様々な場所に固定さ
れ、位置してよい。電気車両電力シンク218(たとえば、電気車両バッテリユニット)、電
気車両電力コンバータ738、および電気車両カプラ216は、電気車両(たとえば、電気車両1
12)の部分、またはそのバッテリパック(図示せず)の部分である電気車両充電システム714
に含まれ得る。電気車両充電システム714はまた、電気車両カプラ216を通じてベースワイ
ヤレス電力充電システム202に電力をワイヤレスに供給して、電力をグリッドに戻すよう
に構成され得る。電気車両カプラ216およびベースカプラ204の各々は、動作モードに基づ
いて、送電カプラまたは受電カプラとしての働きをすることができる。
【００７６】
　例示的な実施形態では、ベースワイヤレス電力充電システム202は、接続部742を介して
ベース電力コンバータ236に結合されたコントローラ741を備える。例示的な実施形態では
、コントローラ741は、ベース電力コンバータ236のインバータデューティサイクルを制御
するように構成される。例示的な実施形態では、コントローラ741は、入力電圧Viを制御
し、それによって電流I2を制御するために、接続部742を介してベース電力コンバータ236
に制御信号を提供するように構成され得る。
【００７７】
　図8は、図7のワイヤレス電力伝達システム700に存在する信号を示すタイミング図であ
る。タイミング図は、入力電圧Viを表すトレース802、電流I1を表すトレース804、電流I2
を表すトレース806、および電圧Voutを表すトレース808を示す。
【００７８】
　タイミング図800はまた、制御信号Vg1を表すトレース812、および制御信号Vg2を表すト
レース814を示す。トレース816は、ダイオード702を通る電流ID1を表し、トレース818は
、ダイオード706およびスイッチ712を通る電流IS1を表す。トレース822は、ダイオード70
4を通る電流ID2を表し、トレース824は、ダイオード708およびスイッチ714を通る電流IS2
を表す。
【００７９】
　トレース826は、DC電流Idcを表し、トレース828は、バッテリへ行く電流Ibatを表す。
【００８０】
　例示的な実施形態では、スイッチ712および714は、制御可能クランプ期間θ830(図8の
トレース812および814に示す)に従って、電流I2を用いて同期的に切り替えられる。スイ
ッチ712および714のスイッチングは、I2電流信号806のゼロ交差と同期しており、そこか
ら制御信号Vg1およびVg2が制御可能クランプ期間θ830に従って生成される。比較器739に
よって提供されるSynch信号、および接続部728上での車両側コントローラ726の出力に基
づいて、PWM生成器732は、Vg1およびVg2信号を接続部734上に生じさせる。Vg1およびVg2
信号は、制御可能クランプ期間θ830によって決定されたデューティサイクルを有する。
例示的な実施形態では、制御可能クランプ期間θ830の持続時間は、所望の出力電力と利
用可能なAC電流I2との比(直線的でない)によって決定され得る。例示的な実施形態では、
制御可能クランプ期間θ830の持続時間は、システムにおけるいくつかのパラメータを制
限するようにさらに調整され得る。たとえば、制御可能クランプ期間θ830は、最大ベー
スコイル電流I1を制限するために使用され得る。
【００８１】
　スイッチS1 712が閉じているとき、電流I2は、ダイオード706を迂回してシャントされ
、スイッチS1 712およびダイオード708を通って流れ、L2およびC2によって形成されたAC
共振経路の中だけで循環する。スイッチS2 714が閉じているとき、電流I2は、ダイオード
708を迂回してシャントされ、スイッチS2 714およびダイオード706を通って流れ、L2およ
びC2によって形成されたAC共振経路の中だけで循環する。スイッチS1 712とS2 714の両方
が閉じているとき、電流I2は、ダイオード706および708を迂回してシャントされ、スイッ
チS1 712およびS2 714を通って流れ、L2およびC2によって形成されたAC共振経路の中だけ
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で循環する。スイッチ712および714が開いているとき、電流I2は、ダイオード706および7
08を通って、かつダイオード702および704を通って、DC電流Idcとして出力部722へ流れる
。クランプ期間θ830を変化させることは、スイッチ712および714が開いている持続時間
および閉じている持続時間を制御することによって、平均のDC出力電流を調整する。
【００８２】
　図9は、直列-直列同調ネットワークの特性インピーダンスXを示す概略図である。直列-
直列同調ネットワークの特性インピーダンスXは、
【００８３】
X=ωM (1)
によって定義され得る。
【００８４】
　次いで、ベースコイルおよび車両コイルにおける電流は、
【００８５】
【数１】

【００８６】
によって記述される。
【００８７】
　式(3)は、直列-直列同調システムが、制御される出力電流源特性を有することと、その
基本波成分が、インバータ電圧および特性インピーダンスによって制御されることとを示
す。コイルインダクタンスがその設計された入力電圧および出力電圧にとって比較的大き
いので、両方のコイル電流における高調波成分は極めて小さく、したがって、それは無視
され、設計計算を簡単にするために基本波成分のみを使用する。
【００８８】
　ACスイッチング動作モード
【００８９】
　図10A～図10Dは、スイッチ712および714の動作、ならびにスイッチ712および714とダイ
オード702、704、706、および708とを通る電流フローを示す。
【００９０】
　出力電流源特性を用いると、電流I2は、出力電流制御を実行するために、図7に示すス
イッチングS1(712)およびS2(714)のための同期信号として使用される。ACスイッチング制
御を有する直列-直列同調システムの概念的な回路波形が図8に示される。ACスイッチング
動作が以下で説明される。
【００９１】
　t0において、I2が正に変わる。図10Aに示すように、スイッチS1(712)がターンオンされ
、I2は、S1(712)およびS2(714)を通って、すなわち、ダイオード708を通って、循環する
ように強制される。トレース812(図8)に示す制御可能クランプ期間θ830の持続時間によ
って決定される、I2の正の期間のうちのこの部分に対して電流は整流されない。Vg1の立
上りエッジは期間831(すなわち、I2の負の期間)内でいつ発生してもよいが、Vg1の有効な
PWM持続時間は制御可能クランプ期間θ830だけである。
【００９２】
　t1において(スイッチクランプ区間θの末尾(830)に到達したとき)、図10Bに示すように
、S1(712)がターンオフされ、I2がD1(702)およびS2(714)を通って流れてDC側に電力を伝
達する。
【００９３】
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　T/2において、I2が負に変わり、その結果、D1(702)が穏やかにターンオフされる。図10
Cに示すように、スイッチS2(714)がターンオンされ、I2は、S2(714)およびS1(712)を通っ
て、すなわち、ダイオード706を通って、再循環する。トレース814(図8)に示す制御可能
クランプ期間θ830の持続時間によって決定される、I2の負の期間のうちのこの部分に対
して電流は整流されない。Vg2の立上りエッジは期間833(すなわち、I2の正の期間)内でい
つ発生してもよいが、Vg2の有効なPWM持続時間は制御可能クランプ期間θ830だけである
。
【００９４】
　t2において(スイッチクランプ区間θ(830)の末尾に到達したとき)、図10Dに示すように
、S2(714)がターンオフされ、I2がD2(704)およびS1(712)を通って流れてDC側に電力を伝
達する。
【００９５】
　Tにおいて、時間t0において開始されたものと同じシーケンスが、次の期間に対して行
われる。
【００９６】
　図示したACスイッチング制御は、Voutの大きさと、VoutとI2との間のその位相の両方を
変化させる。このことは、その出力電力を調整しながらシステムにおける追加の無効電力
を生成する。この追加の無効電力の大きさは、クランプ角θ(830)によって制御され、ク
ランプ角θ(830)は、出力電力を制御するためにも使用される。したがって、この無効負
荷の大きさは、出力電力と独立に変化させることができない。次いで、直列-直列ACスイ
ッチング出力特性は、
【００９７】
【数２】

【００９８】
によって記述され得る。
【００９９】
　式(5)および式(6)を使用すると、ACスイッチング回路は、図11に示すように、可変の無
効負荷および抵抗性負荷によってモデル化され得る。図8に示すACスイッチングパターン
を用いると、出力無効負荷は、ベース電力コンバータ236のインバータブリッジにとって
の誘導性負荷に換算される静電容量性である。それらの一部が静電容量性負荷をスイッチ
ングすることが困難であるシリコン(Si)スイッチを使用してインバータが設計される場合
、この特性が重要である。
【０１００】
　ベースインバータ電圧Vi_1のための基本波電圧表現は、
【０１０１】

【数３】

【０１０２】
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によって与えられ、ただし、VSDCはベースインバータのdc入力電圧であり、φはインバー
タ導通角である。
【０１０３】
　式(3)、式(5)、および式(7)を組み合わせることによって、出力電力は、
【０１０４】
【数４】

【０１０５】
によって表現され得る。
【０１０６】
　式(8)は、システムの有効電力供給が、ベースインバータdc電圧(VSDC)および車両側出
力dc電圧(Vdc)、ならびにそれらの対応するスイッチングデューティサイクル(ベースイン
バータおよび車両側コントローラにとって、それぞれ、φおよびθ)によって制御される
ことを記述する。この式は、1次側コンバータ236から車両バッテリへの電力供給が、ベー
スインバータ電圧Vi_1および2次側でのVoutのいずれかによって、またはそれらの両方に
よって同時に制御されることを論証する。車両コイル電流の両方のゼロ交差でのACスイッ
チングを使用することによって、出力無効負荷は、次いで、有効電力調整から独立に制御
され得る。
【０１０７】
　回路トレース816および818、ならびに822および824は、ダイオード702および704がどの
ようにして「ソフト」ターンオフされたままであるのかを示し、そのことは有益でありシ
リコン(Si)ダイオード技術を使用する回路実装を可能にする。ダイオード702および704は
、「準ソフト」切替えされる。ボディダイオード706および708は、それぞれ、電流IS1お
よびIS2の負の期間に導通し、穏やかにターンオンとターンオフの両方を行う。その対応
するボディダイオードが導通している間にターンオン遷移が起こるので、スイッチ712お
よび714が準ソフト切替えされ、したがって、スイッチは穏やかにターンオンされる。し
かしながら、トレース818および824に示すように、スイッチはハードターンオフされる。
【０１０８】
　第1の交互動作モード
【０１０９】
　図12A～図12Dは、スイッチ712および714の交互動作モード、ならびにスイッチ712およ
び714とダイオード702、704、706、および708とを通る電流フローを示す。
【０１１０】
　図13は、図12A～図12Dの動作モードにおいて図7のワイヤレス電力伝達システム700に存
在する信号を示すタイミング図である。
【０１１１】
　この第1の交互動作モードは、上記で説明したACスイッチング動作と類似であるが、ス
イッチングシーケンスは逆方向である。タイミング図が図13に示される。タイミング図に
示すように、サイクルごとのスイッチングシーケンスが以下で説明される。
【０１１２】
　t0において、I2が正に変わる。図12Aに示すように、S1(712)はターンオフされたままで
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あり、I2がD1(702)ならびにS2(714)およびダイオード(708)を通って流れてDC側に電力を
伝達する。
【０１１３】
　t1において(スイッチオープン区間(π-|θ|)の末尾に到達したとき)、図12Bに示すよう
に、スイッチS1(712)がターンオンされ、I2は、S1(712)およびS2(714)を通って、すなわ
ち、ダイオード708を通って、循環するように強制される。トレース842(図13)に示す制御
可能クランプ期間θ840の持続時間によって決定される、I2の正の期間のうちのこの部分
に対して電流は整流されない。Vg1の立下りエッジは期間841(すなわち、I2の負の期間)内
でいつ発生してもよいが、Vg1の有効なPWM持続時間は制御可能クランプ期間θ840だけで
ある。
【０１１４】
　T/2において、I2が負に変わり、図12Cに示すように、S2(714)はターンオフされたまま
であり、I2がD2(704)およびS1(712)のボディダイオード706を通って流れてDC側に電力を
伝達する。S1(712)のボディダイオード706が導通している間、S1(706)のためのゲート信
号は、ソフトターンオフを実現するためにT/2～Tの間でいつターンオフされてもよい。
【０１１５】
　t2において(スイッチオープン区間(π-|θ|)の末尾に到達したとき)、図12Dに示すよう
に、スイッチS2(714)がターンオンされ、I2は、S2(714)およびS1(712)のダイオード706を
通って循環するように強制される。トレース844(図13)に示す制御可能クランプ期間θ840
の持続時間によって決定される、I2の負の期間のうちのこの部分に対して電流は整流され
ない。Vg2の立下りエッジは期間843(すなわち、I2の正の期間)内でいつ発生してもよいが
、Vg2の有効なPWM持続時間は制御可能クランプ期間θ840だけである。
【０１１６】
　Tにおいて、I2が正に変わる。t0と同じシーケンスが、次の期間に対して行われる。S2(
714)のボディダイオード708が導通している間、S2(714)は、TとT+(T/2)との間で穏やかに
ターンオフされ得る。
【０１１７】
　この第1の交互モード動作の出力有効電力および出力無効電力の表現は、上の式(8)およ
び式(9)によって示されるような第1のACモードと同じである。
【０１１８】
　ACモードにとってのθの範囲は0～-πであり、第1の交互モードにとってのθの範囲は0
～πである。
【０１１９】
　式8および式9によって与えられる出力有効電力および出力無効電力の変動特性を用いる
と、第1の交互モードで動作するACスイッチング回路は、図14に示すように、可変のイン
ダクタおよび抵抗性負荷によってモデル化され得る。
【０１２０】
　第2の交互動作モード(デュアルエッジスイッチング)
【０１２１】
　図15A～図15Fはスイッチ712および714の交互動作モード、ならびにスイッチ712および7
14とダイオード702、704、706、および708とを通る電流フローを示す。
【０１２２】
　図16は、図15A～図15Fの動作モードにおいて図7のワイヤレス電力伝達システム700に存
在する信号を示すタイミング図である。
【０１２３】
　デュアルエッジスイッチング動作は、上記で説明した第1のモードと第2のモードとの組
合せである。第1のACモードと第1の交互モードの両方では、その出力電力を調整するため
にPWM信号の1つのエッジしか制御されない。したがって、AC出力において生成される無効
負荷の量は、主に有効出力電力を調整するために使用されるθによって決定される。した
がって、生成される出力無効負荷は、出力有効電力調整から独立に変化させることができ
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ない。
【０１２４】
　出力無効負荷制御を出力有効電力制御から分離するために、スイッチS1(712)用およびS
2(714)用のゲート駆動PWM信号の立上りエッジおよび立下りエッジが個々に制御される。
デュアルエッジスイッチングのタイミング図が図16に示される。デュアルエッジACスイッ
チング動作が以下で説明される。
【０１２５】
　t0において、I2が正に変わる。図15Aに示すように、スイッチS1(712)がターンオンされ
、I2は、S1(712)およびS2(714)のダイオード708を通って循環するように強制される。ト
レース872(図16)に示す制御可能クランプ期間θ2880の持続時間によって決定される、I2
の正の期間のうちのこの部分に対して電流は整流されない。制御信号Vg1は期間881(すな
わち、I2の負の期間)内でハイのままであってよいが、Vg1の有効なPWM持続時間は制御可
能クランプ期間θ1882および制御可能クランプ期間θ2880だけである。
【０１２６】
　t1において(スイッチクランプ区間θ2の末尾に到達したとき)、図15Bに示すように、S1
(712)がターンオフされ、I2がD1(702)およびS2(714)のダイオード708を通って流れてDC側
に電力を伝達する。
【０１２７】
　t2において(スイッチオープン区間(π-θ2-θ1)の末尾に到達したとき)、図15Cに示す
ように、スイッチS1(712)がターンオンされ、I2はS1(712)およびS2(714)のダイオード708
を通って循環するように強制される。I2の正の期間中、S1(712)のダイオード706は導通し
ていない。トレース872(図16)に示す制御可能クランプ期間θ1882の持続時間によって決
定される、I2の正の期間のうちのこの部分に対して電流は整流されない。
【０１２８】
　T/2において、I2が負に変わる。図15Dに示すように、スイッチS2(714)がターンオンさ
れ、I2はS2(714)およびS1(712)のダイオード706を通って再循環する。I2の負の期間中、S
2(714)のダイオード708は導通していない。トレース874(図16)に示す制御可能クランプ期
間θ2880の持続時間によって決定される、I2の負の期間のうちのこの部分に対して電流は
整流されない。制御信号Vg2は期間883(すなわち、I2の正の期間)内でハイのままであって
よいが、Vg2の有効なPWM持続時間は制御可能クランプ期間θ1882および制御可能クランプ
期間θ2880だけである。
【０１２９】
　t3において(スイッチクランプ区間θ2の末尾に到達したとき)、図15Eに示すように、S2
(714)がターンオフされ、I2はD2(704)およびS1(712)のダイオード706を通って流れてDC側
に電力を伝達する。
【０１３０】
　t4において(スイッチオープン区間(π-θ2-θ1)の末尾に到達したとき)、図15Fに示す
ように、スイッチS2(714)がターンオンされ、I2はS2(714)およびS1(712)のダイオード706
を通って循環するように強制される。トレース874(図16)に示す制御可能クランプ期間θ1

882の持続時間によって決定される、I2の負の期間のうちのこの部分に対して電流は整流
されない。
【０１３１】
　Tにおいて、I2が正に変わる。スイッチS2(714)がターンオフされ、S1(712)がターンオ
ンされる。t0と同じシーケンスが、次の期間に対して行われる。
【０１３２】
　図示したデュアルエッジACスイッチング制御は、Voutの大きさおよびVoutとI2との間の
その位相の、独立した制御を有する。したがって、システムにおける追加の無効電力の極
性および大きさは、出力電力制御と独立に変化させることができる。デュアルエッジACス
イッチングシステムは、図17に示すように、可変の抵抗性負荷を伴う可変の出力無効負荷
(±jXload)によってモデル化され得る。次いで、直列-直列デュアルエッジACスイッチン
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グ出力特性が、
【０１３３】
【数５】

【０１３４】
によって記述され得る。
【０１３５】
　制御可能クランプ期間θ1およびθ2は、0～πの間の値範囲を有するものとして定義さ
れ、ただしθ1+θ2=πである。
【０１３６】
　VdcとVSDCの両方が固定であり1次側インバータ導通角φが固定であるものとして、式(1
1)および式(12)を使用すると、Pout、VArout、ならびにθ1およびθ2の間の関係は、
【０１３７】
Pout∝cos(θ1)+cos(θ2) (13)
【０１３８】
VArout∝sin(θ1)-sin(θ2) (14)
によって表現され得る。
【０１３９】
　式(13)および式(14)は、θ1およびθ2を個々に変化させることにより出力電力Poutおよ
び出力無効負荷VAroutを独立に制御する自由が与えられることを示す。
【０１４０】
　図18は、図7のワイヤレス電力伝達システム700の電圧および電流の入力および出力を示
すスクリーンショットである。トレース902は、1次側入力電圧Viを示す。トレース904は
、1次側入力電流I1を示す。トレース906は、2次側電流I2を示す。トレース908は、ダイオ
ード706および708の端から端までの2次側電圧Voutを示す。上の式2および式3を参照する
と、インバータデューティサイクルを使用して1次側での実効電圧を制御するによって、2
次側での出力電流を制御することが可能であることが示される。反対に、2次側での実効
電圧を制御することによって、1次側コイル電流を制御することが可能である。
【０１４１】
　図19は、図7の電気車両電力コンバータの代替実施形態1038を示す概略図である。図10A
～図10Dにおいて上記で説明したACスイッチング動作、ならびに図12A～図12Dおよび図15A
～図15Fに示す交互動作モードはまた、図19に示す電気車両電力コンバータ回路1038を用
いて実施され得る。スイッチングS1(712)およびS2(714)のためのタイミングは調整され得
るが、結果として上記で説明した同じスイッチング動作になる。
【０１４２】
　図20は、直列同調共振システムにおいて電荷受電要素に供給される電荷の量を制御する
ための方法の例示的な実施形態を示すフローチャートである。フローチャート2000におけ
るブロックは、図示の順序で、または図示の順序から外れて、実行され得る。
【０１４３】
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　ブロック2002において、制御可能クランプ期間に基づく制御信号が、2次電圧および2次
電流が電荷受電要素に到達するのを防止する。
【０１４４】
　ブロック2004において、制御可能クランプ期間に基づく制御信号が、2次電圧および2次
電流を電荷受電要素に供給する。
【０１４５】
　図21は、直列同調共振システムにおいて電荷受電要素に供給される電荷の量を制御する
ための装置2100の機能ブロック図である。装置2100は、2次電圧および2次電流が電荷受電
要素に到達するのを防止するために、制御可能クランプ期間に基づく制御信号を生じさせ
るための手段2102を備える。いくつかの実施形態では、2次電圧および2次電流が電荷受電
要素に到達するのを防止するために、制御可能クランプ期間に基づく制御信号を生じさせ
るための手段2102は、方法2000(図20)の動作ブロック2002において説明された機能のうち
の1つまたは複数を実行するように構成され得る。装置2100は、2次電圧および2次電流を
電荷受電要素に供給するために、制御可能クランプ期間に基づく制御信号を生成するため
の手段2104をさらに備える。いくつかの実施形態では、2次電圧および2次電流を電荷受電
要素に供給するために、制御可能クランプ期間に基づく制御信号を生成するための手段21
04は、方法2000(図20)の動作ブロック2004において説明された機能のうちの1つまたは複
数を実行するように構成され得る。
【０１４６】
　上述された方法の様々な動作は、様々なハードウェアおよび/またはソフトウェアの構
成要素、回路、および/またはモジュールなどの、動作を実行することが可能な任意の適
切な手段によって実行され得る。一般に、図に示す任意の動作は、その動作を実行するこ
とが可能な対応する機能的手段によって実行され得る。
【０１４７】
　様々な異なる技術および技法のうちのいずれかを使用して、情報および信号が表され得
る。たとえば、上記の説明全体にわたって言及され得るデータ、命令、コマンド、情報、
信号、ビット、シンボル、およびチップは、電圧、電流、電磁波、磁場もしくは磁性粒子
、光学場もしくは光学粒子、またはそれらの任意の組合せによって表され得る。
【０１４８】
　本明細書で開示された実施形態に関して説明された様々な例示的な論理ブロック、モジ
ュール、回路、およびアルゴリズムステップは、電子ハードウェア、コンピュータソフト
ウェア、またはその両方の組合せとして実装することができる。ハードウェアおよびソフ
トウェアのこの互換性を明確に示すために、様々な例示的な構成要素、ブロック、モジュ
ール、回路、およびステップが、概してそれらの機能に関して上述されている。そのよう
な機能がハードウェアとして実現されるか、またはソフトウェアとして実現されるかは、
具体的な適用例および全体的なシステムに課される設計制約によって決まる。説明された
機能は特定の適用例ごとに様々な方法で実装できるが、そのような実装の決定は、本発明
の実施形態の範囲からの逸脱を生じるものと解釈されるべきではない。
【０１４９】
　本明細書で開示する実施形態に関して説明する様々な例示的なブロック、モジュール、
および回路は、汎用プロセッサ、デジタル信号プロセッサ(DSP)、特定用途向け集積回路(
ASIC)、フィールドプログラマブルゲートアレイ(FPGA)もしくは他のプログラマブル論理
デバイス、個別ゲートもしくはトランジスタ論理、個別ハードウェア構成要素、または、
本明細書に説明された機能を実行するように設計されたそれらの任意の組合せで、実装ま
たは実行され得る。汎用プロセッサはマイクロプロセッサであってもよいが、代替ではプ
ロセッサは、任意の従来のプロセッサ、コントローラ、マイクロコントローラまたはステ
ートマシンであってもよい。プロセッサを、コンピューティングデバイスの組合せ、たと
えばDSPおよびマイクロプロセッサの組合せ、複数のマイクロプロセッサ、DSPコアに関連
する1つもしくは複数のマイクロプロセッサ、または任意の他のそのような構成として実
装することもできる。



(27) JP 6683697 B2 2020.4.22

10

20

30

40

50

【０１５０】
　本明細書で開示する実施形態に関して説明する方法またはアルゴリズムおよび機能のス
テップは、直接ハードウェアで具現化されても、プロセッサによって実行されるソフトウ
ェアモジュールで具現化されても、またはその2つの組合せで具現化されてもよい。ソフ
トウェアで実装される場合、それらの機能は、1つまたは複数の命令またはコードとして
有形の非一時的コンピュータ可読媒体上に記憶されるか、または有形の非一時的コンピュ
ータ可読媒体を介して送信され得る。ソフトウェアモジュールは、ランダムアクセスメモ
リ(RAM)、フラッシュメモリ、読取り専用メモリ(ROM)、電気的プログラマブルROM(EPROM)
、電気的消去可能プログラマブルROM(EEPROM)、レジスタ、ハードディスク、リムーバブ
ルディスク、CD ROM、または、当技術分野で既知である任意の、他の形態の記憶媒体中に
存在することができる。記憶媒体は、プロセッサが記憶媒体から情報を読み取り、かつ記
憶媒体に情報を書き込むことができるように、プロセッサに結合される。代替として、記
憶媒体はプロセッサと一体であり得る。本明細書で使用するディスク(disk)およびディス
ク(disc)は、コンパクトディスク(disc)(CD)、レーザディスク(disc)、光ディスク(disc)
、デジタル多用途ディスク(disc)(DVD)、フロッピー（登録商標）ディスク(disk)および
ブルーレイディスク(disc)を含み、ディスク(disk)は、通常、データを磁気的に再生し、
ディスク(disc)は、データをレーザで光学的に再生する。上述したものの組合せも、コン
ピュータ可読媒体の範囲内に含められるべきである。プロセッサおよび記憶媒体はASIC内
に存在し得る。ASICは、ユーザ端末内に存在してもよい。代替として、プロセッサおよび
記憶媒体は、ユーザ端末の中に個別構成要素として存在することができる。
【０１５１】
　本開示の概要を示すために、本発明のいくつかの態様、利点、および新規の特徴が本明
細書に説明されている。本発明の任意の特定の実施形態に従って、そのような利点の必ず
しもすべてが達成されない場合があることを理解されたい。したがって、本発明は、本明
細書に教示された1つの利点または利点のグループを、本明細書に教示または示唆され得
る他の利点を必ずしも達成することなく、達成または最適化するように具現化または実行
することができる。
【０１５２】
　上で説明された実施形態の様々な修正が容易に明らかになり、本明細書に定義された一
般原理は、本発明の趣旨または範囲を逸脱することなく、他の実施形態に適用され得る。
したがって、本発明は、本明細書に示された実施形態に限定されるものではなく、本明細
書に開示された原理および新規の特徴に一致する最も広い範囲を与えられるものである。
【符号の説明】
【０１５３】
　　100　ワイヤレス電力伝達システム
　　102　ベースワイヤレス充電システム
　　104　ベースカプラ
　　108　通信リンク
　　110　電力リンク
　　112　電気車両
　　114　電気車両ワイヤレス充電ユニット
　　116　電気車両カプラ
　　118　バッテリユニット
　　130　ローカル配電センタ
　　132　電力バックボーン
　　134　通信バックホール
　　200　ワイヤレス電力伝達システム
　　202　ベースワイヤレス電力充電システム
　　204　ベースカプラ
　　206　ベース共振回路
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　　208　電源
　　214　電気車両充電システム
　　216　電気車両カプラ
　　218　電気車両電力シンク
　　222　電気車両共振回路
　　236　ベース電力コンバータ
　　238　電気車両電力コンバータ
　　300　ワイヤレス電力伝達システム
　　302　ベースワイヤレス充電システム
　　304　ベースカプラ
　　314　電気車両充電システム
　　316　電気車両カプラ
　　336　ベース電力コンバータ
　　338　電気車両電力コンバータ
　　342　ベースコントローラ
　　344　電気車両コントローラ
　　348　ベース充電システム電力インターフェース
　　352　ベース位置合わせシステム
　　354　電気車両充電位置合わせシステム
　　356　位置合わせ機構
　　362　ベース案内システム
　　364　電気車両案内システム
　　366　案内リンク
　　372　ベース通信システム
　　374　電気車両通信システム
　　376　通信リンク
　　412　電気車両
　　422　電気車両バッテリユニット
　　424　バッテリコンパートメント
　　426　充電器とバッテリ間のワイヤレスインターフェース
　　428　バッテリとEV間の非接触インターフェース
　　700　ワイヤレス電力伝達システム
　　702　ダイオード
　　704　ダイオード
　　706　ダイオード
　　708　ダイオード
　　712　スイッチ
　　714　スイッチ
　　716　負荷要素
　　718　負荷要素
　　726　車両側コントローラ
　　732　パルス幅変調生成器
　　738　電気車両電力コンバータ
　　739　比較器
　　741　コントローラ
　　830　制御可能クランプ期間θ
　　840　制御可能クランプ期間θ
　　880　制御可能クランプ期間θ2

　　882　制御可能クランプ期間θ1
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